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１ 岩手県教育委員会について
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岩手県教育委員会について
（学校数）

市町村立学校 407校
小学校 265校

中学校 141校

義務教育学校 １校

県立学校 77校
高等学校 63校

特別支援学校 14校

【令和6.4.1現在】
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※県立学校は、上記の他、中学校１校（附属学校）あり



令和４年度 令和５年度 対前年度増減

県全体 ２４，２３５人 ２４，０４８人 △１８７人

知事部局 ４，３５４人 ４，３１０人 △４４人

教育委員会 １１，８５５人 １１，６９３人 △１６２人

警察 ２，４４５人 ２，４３０人 △１５人

医療局 ５，４０３人 ５，４３５人 ３２人

企業局 １７８人 １８０人 ２人

出典：「令和５年度岩手県の給与・定員管理等について」
（R6年4月）より
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岩手県教育委員会について
（職員数）



教育行政（学校教育）における国・都
道府県・市町村の役割

国

・制度の枠組みの制定

・全国的な基準の設定

・教育条件整備のため
の財源保障 等

（市町村立学校等の
教職員給与費の国庫
負担）

都道府県教育委員会
・高等学校、特別支援学校の設置、

運営

・小中学校の教職員の給与負担、人事

市町村教育委員会
・小・中学校の設置、運営

・小中学校の教職員の服務監督

都道府県立
学校
教育の実施

市町村立
学校
教育の実施

・指導、助言、援助
・一定の条件の下での
是正の要求や指示

・指導、助言、援助
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岩手県教育委員会について（構成）

教育長

教 育 委 員 会

教育局長

教育次長

教育企画室

事 務 局

教育事務所 埋蔵文化財センター

生涯学習推進センター

美術館

総合教育センター

博物館

図書館 県立学校

青少年の家

野外活動センター

教育機関

教育委員５名

学校教育室 教職員課 保健体育課 生涯学習文化財課

幼児教育センター

服務管理監（R6～）



〔教育委員会の主な業務〕
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岩手県教育委員会について（構成）

室課等名 主な分掌事務

本
庁

教育企画室 教育行政の総合的な企画・調整、歳入歳出予算・決算の総括等、学校の施設整備・
維持管理

学校教育室 児童生徒の学習指導、学校の管理運営、復興教育の推進、生徒指導業務等

教職員課 教職員の採用、人事、教員免許、給与制度、職員の厚生福利等

保健体育課 学校保健、学校給食、学校安全、学校体育等

生涯学習文化財課 社会教育、生涯学習の推進、文化財の保護等

服務管理監 教職員の服務、内部統制等

出
先
機
関

教育事務所（６） 管内市町村のとりまとめ、県費負担教職員等の任免、学校教育等の指導・助言

総合教育センター 教育に関する専門的・技術的事項の調査研究、教職員の研修等

生涯学習推進センター 生涯学習に関する情報の収集・提供等

図書館 図書館資料の収集等、生涯学習の振興、文化の発展への寄与

博物館 歴史・芸術・民族等に関する資料収集、保管、展示等

美術館 美術品・美術に関する資料収集、保管、展示等

埋蔵文化財センター 埋蔵文化財の調査・保護等

野外活動センター 研修・宿泊施設の企画、運営

県立学校 予算執行・管理、授業料・就学支援業務、施設維持管理、証明書発行等

市町村立小中学校 職員給与・旅費事務、就学支援業務、学校徴収金、予算経理等



２ 「教育行政職」について
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そもそも「教育行政職」って

なに？
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教員？ 学校事務？

一般行政職？



〇 教育委員会本庁を中心に

配置

〇 本県の教育行政施策の

一層の推進を図るため設置

「教育行政職（事務職員）」とは
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職 種 区 分

教
育
行
政

選考試験競争試験

主

事
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➀ 人口減少の進行やグローバル化、高度

情報化等、社会環境の変化に伴い、教育

委員会事務局が対応すべき教育施策に

係る課題やニーズは複雑化、多様化して

おり、より専門的に、かつ広い視野を持っ

て対応することが求められています。

「教育行政職」の背景・趣旨➀
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➁ 教育に係る専門知識を有しながら、教

育行政専門職種として採用され、教育機

関での勤務経験を経るなどにより、現場を

熟知した上で、教育行政における諸施策

の推進に対応できる人材が必要

とされています。

「教育行政職」の背景・趣旨➁
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➂ 専門職種として「教育行政職」を設

けることにより、教育委員会事務局の

政策立案・推進機能の一層の強化を

図ることを目的としています。

「教育行政職」の背景・趣旨③
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県政を俯瞰しつつ、

高い専門性に基づき

教育行政施策を推進

する職員

教育行政職の目指すべき職員像
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①教育行政に携わろうとする熱意や

意欲を有すること

②教育に関する高い専門的知識を

有すること

③特に学校教育に関わる政策の立案

及び推進に意欲を有すること

採用にあたって求められる資質等
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➣ 本庁学校教育部門を中心に配置し、教育に係る

高度な専門知識を活かし、教育政策の企画立案

及び推進の業務に従事します。

➣ 教育の現場感覚を養うため、学校、教育事務所

にも配置します。

➣ 人事交流で、知事部局にも配置します。

➣ 将来は、教育委員会事務局組織の中枢

を支え、本県の教育政策全般を牽引する

役割を担うことを期待しています。

「教育行政職」の配置及び職務内容➀
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「教育行政職」の配置及び職務内容➁

〔キャリアアップのイメージ〕

職等 所属 業務内容 

主事級 

本庁 学校教育 

教育事務所 所内の企画・調整 

知事部局 法規 

主査級 

本庁 学校教育 

知事部局 予算編成 

本庁 人事管理 

主任主査級 
知事部局 政策推進 

本庁 学校調整 

担当課長級 
県立学校 学校経営参画 

本庁 学校教育 

総括課長級 本庁 

学校教育 

学校調整 

教育企画 
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		職等

		所属

		業務内容



		主事級

		本庁

		学校教育



		

		教育事務所

		所内の企画・調整



		

		知事部局

		法規



		主査級

		本庁

		学校教育



		

		知事部局

		予算編成



		

		本庁

		人事管理



		主任主査級

		知事部局

		政策推進



		

		本庁

		学校調整



		担当課長級

		県立学校

		学校経営参画



		

		本庁

		学校教育



		総括課長級

		本庁

		学校教育



		

		

		学校調整



		

		

		教育企画









【主な配置先】

教育委員会事務局(本庁(1)、教育事務所(6))

県教育委員会の事務職員の配置先
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岩手県庁（10階）

教育事務所（6か所）



【主な配置先】

学校以外の教育機関（総合教育センター、生涯学習

推進センター、図書館等）

県教育委員会の事務職員の配置先
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総合教育センター 県立図書館（アイーナ3・4階）



➣ 試験合格後、また採用後にも勤務地や部署等を希望する機会があり

ますが、本庁学校教育部門を中心に配置します。

➣ 異動のサイクルは概ね2～4年です。

➣ 基本的な職制は上記のとおりですが、昇任については、勤務成績や

経験等により決定します。

配属・異動・昇任
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■給料

（参考）

■諸手当

採用された職員や勤務の状況に応じて、扶養手当、通勤手当、

住居手当、超過勤務手当などの諸手当が支給されます。

給料・諸手当

区分 初任給

教育行政 Ⅰ種一般行政職をベースに、大学院卒業者の学歴を考慮し算定。
修士課程２年の大学院修了直後に採用された場合、236,200円。
（令和７年４月１日現在）

区分 初任給

Ⅰ種一般行政 227,300円（令和７年４月１日現在）
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■勤務時間

➣基本的な勤務時間：午前8時30分～午後5時15分
➣土・日曜日、祝日、年末年始の完全週休2日制

※勤務形態が特殊な職場では、勤務日・勤務時間が異なる場合あり

■休暇

➣年次休暇 採用の年／15日（4月採用の場合）、2年目以降／年間20日
➣病気休暇 3ヶ月以内（ただし、悪性新生物などは6ヶ月以内）

➣特別休暇（例）

◎結婚休暇／7日以内

◎産前・産後休暇／産前8週間・産後8週間

◎保育時間／1日2回各1時間

◎子の看護休暇／年間5日以内

➣介護休暇 （無給）6ヶ月以内

■育児休業

➣子供が3歳になるまで、男性・女性ともに取得できます。

勤務時間・休暇
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■基本研修

➣新採用職員研修

採用3年目 職員研修

中堅職員研修（採用6年目から10年目）

その後は、昇任の都度、「新任研修」があります。

■職場研修

➣日常の仕事を通して行う、いわゆるOJT（オン・ザ・ジョブ・トレーニング）

を行っています。なお、職場環境や業務にできるだけ早く慣れるように、所属ご
とに指導担当者等を定め、新採用職員への指導や助言を行っています。

■選択研修

➣政策法務、交渉力向上、ファシリテーションスキルなどの研修があり、本人の
希望により受講することができます。

■派遣研修

➣自治大学校(東京都)や東北自治研修所(宮城県)への派遣研修、国の省庁、民間企
業への派遣(実務研修)などがあるほか、他都道府県や県内市町村への派遣(人事交
流)もあります。

研 修 制 度
～能力を高めるスキルアップ制度～
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